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平成22年12月
株主の皆様へ

取締役社長

　株主の皆様には、ますますご清栄のこととお喜び申し
あげます。
　平素は格別のご支援を賜り、厚くお礼申しあげます。
　さて、当社は平成22年９月30日をもって第74期（平成
22年４月１日から平成23年３月31日まで）の前半を終了
いたしましたので、ここに上半期の概況についてご報告
申しあげます。

企業集団の現況に関する事項

　当上半期におけるわが国経済は、企業収益の改善が続
き、個人消費も回復基調を持続したものの、輸出及び生
産は弱含みとなり、失業率も依然として高水準にあるな
ど、景気は停滞気味に推移しました。
　建設業界におきましては、設備投資及び住宅投資に一
部持ち直しの傾向がみられましたが、公共投資は予算削
減の影響から減少が続いており、事業環境は総じて厳し
いものとなりました。
　当上半期の当社グループの連結業績につきましては、
売上高は、繰越工事及び受注減の影響により、前年同期
比5.4％減の1,125億円となりました。利益は、売上高の
減少等により、営業利益は９億円、経常利益は１億円と
なり、第２四半期の四半期純利益は前期損益修正益の計
上等により３億円となりました。
　また、当社の業績につきましては、受注高は、前年同
期比4.9％減の800億円となりました。このうち、土木工
事は182億円、建築工事は617億円であり、これらの発注
者別内訳は官庁9.8％、民間90.2％であります。また、国
内、海外別でみますと、国内工事は797億円、海外工事
は２億円であります。
　主な受注工事は、株式会社大京：（仮称）ライオンズ
水戸駅前新築工事（茨城県）、札幌駅総合開発株式会
社：パセオリニューアル工事（北海道）、東京都：金町
浄水場高度浄水施設（三期）築造に伴う場内連絡管新設
及び共同溝築造工事（東京都）、東京地下鉄株式会社：
有楽町線小竹向原・千川間連絡線設置シールドトンネル
工区土木工事（東京都）等であります。
　次に、売上高につきましては、前年同期比7.0％減の
907億円となりました。このうち、土木工事は299億円、
建築工事は608億円であり、これらの発注者別内訳は官
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庁21.7％、民間78.3％であります。また、国内、海外別
でみますと、国内工事は896億円、海外工事は11億円で
あります。
　主な完成工事は、医療法人沖縄徳州会：（仮称）湘南
鎌倉総合病院新築工事（神奈川県）、三井不動産レジデ
ンシャル株式会社・宗教法人赤城神社：（仮称）赤城神
社計画（東京都）、東京電力株式会社：東通原子力発電
所１号機新設に伴う敷地造成工事他２件工事並びに関連
除却工事（青森県）、独立行政法人鉄道建設・運輸施設
整備支援機構：北幹、飯山Ｔ（富倉）他４（長野県）等
であります。
　この結果、下半期への繰越高は、前年同期比13.4％減
の1,840億円となりました。このうち海外工事は７億円で
あります。
　利益につきましては、経常利益は10億円、第２四半期
の四半期純利益は12億円となりました。
　今後のわが国経済は、世界経済の改善や各種経済政策
の効果を背景に、緩やかな回復が見込まれますが、デフ
レや円高の進行、雇用情勢の更なる悪化などの景気下押
しリスクが多分に存在するため、予断を許さない状況が
続くと予想されます。
　建設業界におきましては、設備投資及び住宅投資の増
加が期待されるものの、公共投資が依然として減少基調
であることから、引き続き厳しい事業環境が予想されま
す。
　このような状況の中で当社グループは、お客様から必
要とされる企業であり続けるため、環境変化を先取りし
て新たな付加価値を提供するとともに、「誠実なものづ
くり」を一層徹底させて、更なる経営体質の強化を図っ
てまいります。土木事業につきましては、民間工事での
受注拡大に注力してまいります。中でも、電力・鉄道及
び環境・リニューアル分野において、豊富な施工実績を
活かした積極的な提案活動を行ってまいります。また、
縮小が続く官庁工事においては、参加案件の選択と集中
及び技術提案力の強化により受注確保を図ってまいりま
す。建築事業につきましては、完成した建築物の品質確
保はもとより、営業・生産・アフターケアなど全ての段
階においてお客様のご期待にお応えし、パートナーとし
て更なる信頼をいただけるよう、取り組みを強化してま
いります。
　当社グループといたしましては、引き続き「お客様に
感動を」をスローガンとして掲げ、より高い水準の安全
と品質の確保に努め、「誠実なものづくり」と法の完全
遵守を徹底し、「どこよりも信頼される企業」の実現を
目指してまいる所存であります。
　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご
理解とご支援を賜りますようお願い申しあげます。
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当社の受注高及び売上高（平成22年４月１日から
平成22年９月30日まで）

（単位：百万円）

区 分 受注高 売上高
構成比率（％） 構成比率（％）

土 木 18,228 22.8 29,918 33.0
建 築 61,776 77.2 60,841 67.0
合 計 80,004 100 90,760 100

財産及び損益の状況の推移

①企業集団の財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円）

区 分 前 上 半 期 当 上 半 期 前 期
売 上 高 118,993 112,593 266,544
四半期(当期)純利益 1,133 341 2,447
１株当たり四半期
（当期）純利益 6円35銭 1円91銭 13円70銭

総 資 産 188,778 178,864 190,105

②当社の財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円）

区 分 前 上 半 期 当 上 半 期 前 期
受 注 高 84,132 80,004 180,729
売 上 高 97,539 90,760 210,964
四半期(当期)純利益 1,166 1,229 968
１株当たり四半期
（当期）純利益 6円49銭 6円84銭 5円39銭

総 資 産 154,005 145,678 149,832

従業員の状況

①企業集団の従業員の状況 3,764名
②当社の従業員の状況

従業員数 平均年齢 平均勤続年数
名 歳 年

2,449 44.2 20.7
（注） 従業員数は就業人員数であります。
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主要な営業所等

①当 社

本 店 福 井 市 中 央 ２ 丁 目 ６ 番 ８ 号
〒910-0006 TEL（0 7 7 6）2 1－2 7 0 0

東 京 本 社 東京都新宿区津久戸町２番１号
〒162-8557 TEL（0 3）3 2 6 0－2 1 1 1

北海道支店 札幌市中央区南１条西６丁目11番地
〒060-0061 TEL（0 1 1）2 6 1－7 2 7 1

東 北 支 店 仙台市青葉区上杉５丁目３番36号
〒980-0011 TEL（0 2 2）2 6 2－2 8 1 1

首都圏支店 東京都新宿区津久戸町２番１号
〒162-8557 TEL（0 3）3 2 6 0－4 7 5 0

名古屋支店 名古屋市中区栄４丁目３番 26号
〒460-8402 TEL（0 5 2）2 3 8－3 0 1 1

北 陸 支 店 金 沢 市 小 金 町 ９ 番 18 号
〒920-8721 TEL（0 7 6）2 5 3－3 1 0 0

関 西 支 店 大阪市西区靱本町１丁目11番７号
〒550-0004 TEL（0 6）6 2 2 5－2 2 2 6

中四国支店 広島市中区大手町４丁目６番16号
〒730-0051 TEL（0 8 2）2 4 1－3 2 2 2

九 州 支 店 福岡市中央区大手門１丁目４番１号
〒810-0074 TEL（0 9 2）7 2 1－0 0 1 1

国 際 支 店 東京都新宿区津久戸町２番１号
〒162-8557 TEL（0 3）3 2 3 5－8 6 3 9

技術研究所 つ く ば 市 鬼 ヶ 窪 1043 番 地
〒300-2651 TEL（0 2 9）8 4 7－7 5 0 1

海 外 拠 点 中国（香港）、台湾、ベトナム、
スリランカ

②主要な子会社
株式会社ガイアートT・K（東京都新宿区）
テクノス株式会社（愛知県豊川市）
ケーアンドイー株式会社（東京都新宿区）
華熊営造股份有限公司（台湾）
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会社の株式に関する事項 （平成22年９月30日現在）

発行済株式の総数 220,744,607株
普 通 株 式 181,544,607株
第２回第１種優先株式 39,200,000株

株 主 数
普 通 株 式 60,287名
第２回第１種優先株式 1名

大株主（上位1 0名）
株 主 名 持 株 数 持株比率

千株 ％
普 通 株 式 5,913

株式会社三井住友銀行 第2回第1種優先株式 39,200 20.61
計 45,113

熊谷組取引先持株会 普 通 株 式 17,990 8.21

那 須 功 普 通 株 式 5,000 2.28

熊 谷 組 持 株 会 普 通 株 式 4,273 1.95

熊 谷 組 互 助 会 普 通 株 式 3,883 1.77

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口） 普 通 株 式 3,775 1.72

日本トラスティ ・サービス
信託銀行株式会社（信託口） 普 通 株 式 2,886 1.31

笹 島 建 設 株 式 会 社 普 通 株 式 2,670 1.21

日本証券金融株式会社 普 通 株 式 2,054 0.93

熊 谷 太 一 郎 普 通 株 式 1,796 0.82
（注）1．当社は自己株式1,865千株を保有しておりますが、上記の

大株主から除いております。
2．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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会社役員に関する事項 （平成22年９月30日現在）

取締役及び監査役

取締役社長
（代表取締役）

大 田 弘 常務取締役 草 桶 昌 之

取締役副社長 髙 木 秀 宣 常勤監査役 矢 崎 文 夫

専務取締役
（代表取締役）

新 井 克 人 常勤監査役 櫻 井 秀 人

専務取締役 船 本 隆 則 監 査 役 小 嶋 正 己

常務取締役 佐 塚 和 夫 監 査 役 篠 原 啓 慶

常務取締役 石 垣 和 男 監 査 役 垣 見 隆

（注）監査役小嶋正己、篠原啓慶及び垣見隆の各氏は社外監査役で
あります。

執行役員

※執行役員社長 大 田 弘 常務執行役員 作 本 裕 行

※執行役員副社長 髙 木 秀 宣 常務執行役員 森 次 誠 治

※専務執行役員 新 井 克 人 常務執行役員 永 島 仁

※専務執行役員 船 本 隆 則 執 行 役 員 牧 野 有 孝

専務執行役員 武 田 和 夫 執 行 役 員 佐 藤 精 一

専務執行役員 市 川 康 生 執 行 役 員 栗 林 棟 一

専務執行役員 吉 川 定 執 行 役 員 樋 口 靖

※常務執行役員 佐 塚 和 夫 執 行 役 員 田 代 静 夫

※常務執行役員 石 垣 和 男 執 行 役 員 堀 田 俊 明

※常務執行役員 草 桶 昌 之 執 行 役 員 大 島 邦 彦

常務執行役員 田 中 修 市

（注）1．※印は取締役兼務であります。
　 2．平成22年9月30日付をもって執行役員佐藤精一氏は執行

役員を退任いたしました。
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四半期連結貸借対照表（第２四半期）
（平成22年９月30日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

百万円 百万円
流 動 資 産 136,574 流 動 負 債 108,298

現 金 預 金 37,754 支払手形・工事未払金等 61,891
受取手形・完成工事未収入金等 80,610 短 期 借 入 金 22,921
未成工事支出金 7,380 未成工事受入金 6,622
繰 延 税 金 資 産 2,060 完成工事補償引当金 373
そ の 他 10,911 工事損失引当金 369
貸 倒 引 当 金 △ 2,143 賞 与 引 当 金 919

固 定 資 産 42,290 そ の 他 15,200
有形固定資産 14,041 固 定 負 債 26,120

建物及び構築物（純額） 2,665 長 期 借 入 金 7,187
土 地 10,234 退職給付引当金 18,862
そ の 他 （純 額） 1,142 そ の 他 70
無形固定資産 377 負 債 合 計 134,418

投資その他の資産 27,871 純 資 産 の 部

投 資 有 価 証 券 12,243 株 主 資 本 42,685

繰 延 税 金 資 産 9,721 資 本 金 13,341

そ の 他 12,674 資 本 剰 余 金 7,881

貸 倒 引 当 金 △ 6,767 利 益 剰 余 金 21,983

自 己 株 式 △ 520

評価・換算差額等 434

その他有価証券評価差額金 689

為替換算調整勘定 △ 254

少数株主持分 1,325

純 資 産 合 計 44,446

資 産 合 計 178,864 負債純資産合計 178,864

（注）1．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 ７社
主要な連結子会社の名称 株式会社ガイアートT・K 他

2．持分法の適用に関する事項
持分法適用関連会社の数 ４社

3．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

［四半期連結貸借対照表（第２四半期）に関する注記］
1．有形固定資産の減価償却累計額 23,235百万円
2．保証債務額 80百万円
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四半期連結損益計算書
（第２四半期連結累計期間） （平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）
売 上 高 百万円 百万円

完 成 工 事 高 112,593 112,593
売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 105,701 105,701
売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 6,892 6,892
販売費及び一般管理費 5,926

営 業 利 益 965

営 業 外 収 益

受 取 利 息 45
受 取 配 当 金 38
そ の 他 49 132
営 業 外 費 用

支 払 利 息 416
為 替 差 損 199
そ の 他 304 920
経 常 利 益 177

特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 益 431
そ の 他 92 523
特 別 損 失

前 期 損 益 修 正 損 257
そ の 他 63 320

税金等調整前四半期純利益 379

法人税、住民税及び事業税 117
法 人 税 等 調 整 額 △ 13 103
少数株主損益調整前四半期純利益 275

少 数 株 主 損 失 65
四 半 期 純 利 益 341

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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四半期貸借対照表（第２四半期）
（平成22年９月30日現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

百万円 百万円
流 動 資 産 112,058 流 動 負 債 96,936

現 金 預 金 25,577 支払手形・工事未払金等 53,247
受取手形・完成工事未収入金等 69,981 短 期 借 入 金 22,660
未成工事支出金 5,981 リ ー ス 債 務 9
繰 延 税 金 資 産 1,635 未成工事受入金 5,909
そ の 他 10,989 完成工事補償引当金 328
貸 倒 引 当 金 △ 2,108 工事損失引当金 258

固 定 資 産 33,620 賞 与 引 当 金 326

有形固定資産 9,305 そ の 他 14,197
建物及び構築物（純額） 1,495 固 定 負 債 23,589

土 地 7,578 長 期 借 入 金 6,954
そ の 他 （純 額） 232 リ ー ス 債 務 20
無形固定資産 194 退職給付引当金 16,596
投資その他の資産 24,119 そ の 他 18
投 資 有 価 証 券 7,459 負 債 合 計 120,525

繰 延 税 金 資 産 7,135 純 資 産 の 部

そ の 他 14,902 株 主 資 本 24,543

貸 倒 引 当 金 △ 5,378 資 本 金 13,341

資 本 剰 余 金 7,881

利 益 剰 余 金 3,727

自 己 株 式 △ 405

評価・換算差額等 608

その他有価証券評価差額金 608

純 資 産 合 計 25,152

資 産 合 計 145,678 負債純資産合計 145,678

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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四半期損益計算書
（第２四半期累計期間） （平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）
売 上 高 百万円 百万円

完 成 工 事 高 90,760 90,760
売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 84,828 84,828
売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 5,931 5,931
販売費及び一般管理費 4,344

営 業 利 益 1,586

営 業 外 収 益

受 取 利 息 49
受 取 配 当 金 50
そ の 他 51 151
営 業 外 費 用

支 払 利 息 412
為 替 差 損 198
そ の 他 122 734
経 常 利 益 1,004

特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 益 381
そ の 他 72 454
特 別 損 失

前 期 損 益 修 正 損 257
そ の 他 58 316
税引前四半期純利益 1,142

法人税、住民税及び事業税 58
法 人 税 等 調 整 額 △ 145 △ 87
四 半 期 純 利 益 1,229

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株式インフォメーション

【株式に関する住所変更等のお届出及びご照会について】
　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更

等のお届出及びご照会は、口座のある証券会社宛にお願

いいたします。

　証券会社に口座を開設されていない株主様は、後記

「株主メモ」の電話照会先にご連絡ください。

【特別口座について】
　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機

構）を利用されていなかった株主様には、株主名簿管理

人である住友信託銀行株式会社に口座（特別口座といい

ます。）を開設しております。特別口座についてのご照

会及び住所変更等のお届出は、後記「株主メモ」の電話

照会先にお願いいたします。

【単元未満株式の買増請求のお取扱いについて】
　単元未満株式（1,000株未満の株式）をご所有の場合、

その単元未満株式数と併せて単元株式数（1,000株）とな

る株式数について、当社に買増請求をすることができま

す。お手続きの詳細につきましては、証券会社に口座を

開設されている株主様は口座のある証券会社に、証券会

社に口座を開設されていない株主様は、後記「株主メ

モ」の電話照会先にお問い合わせください。
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ご希望の方にはＣＳＲ報告書をお送りします
　本年９月に「熊谷組グループＣＳＲ報告書2010」（A4
版、32ページ）を発行しました。当社グループの「もの
づくり」の取り組み姿勢、環境、社会貢献に関する具体
的事例を幅広く紹介しています。また、今回のトップメ
ッセージは大田社長と中堅社員の座談会「熊谷組の未来
を語る」、特集として施工中のダム工事での事例を中心
に「生物多様性保全」への当社の取り組みを掲載してい
ます。
　ご希望の方はメールまたはＦＡＸで、「ＣＳＲ報告書
希望」と書き、送付先の郵便番号、住所、氏名を当社下
記ＣＳＲ報告書請求先までお知らせください。
　なお、お知らせいただいた個人情報は、ＣＳＲ報告書
の送付のみに使用させていただきます。

ＣＳＲ報告書請求先
（メールアドレス）info@ku.kumagaigumi.co.jp
（ＦＡＸ） 03-5261-9665
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株 主 メ モ

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで
定時株主総会 毎年６月開催
基 準 日 定時株主総会 毎年３月31日

剰余金の配当 毎年３月31日
そのほか必要あるときは、あらかじ
め公告して定めた日

株主名簿管理人及び
特別口座の口座管理機関

大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事務取扱場所

東京都中央区八重洲二丁目３番１号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

（郵便物送付先） 〒183-8701
東京都府中市日鋼町１番10
住友信託銀行株式会社 証券代行部

（電話照会先） 0120-176-417

（インターネット
ホームページURL） http://www.sumitomotrust.co.jp/

STA/retail/service/daiko/index.html
公告の方法 当社のホームページに掲載します。

＜http://www.kumagaigumi.co.jp/＞
ただし、事故その他やむを得ない事
由によって電子公告による公告をす
ることができない場合は、日本経済
新聞に掲載して行います。

上場証券取引所 東京証券取引所
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環境にやさしく……本紙は再生紙を使用しております。
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